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足利銀行の受け皿に関する要望

本県の中核的金融機関である足利銀行は、今般、預金保険法

第102条第１項第３号措置の終了に係る「受け皿」の選定が開

始され、特別危機管理銀行から民間の銀行に移行する一連の手

続きがスタートしました。

足利銀行の突然の破綻は、本県の地域経済に多大な疲弊をも

たらすこととなったことから、この状況を打開するためにも、

「受け皿」は本県経済の安定と発展を最大限に理解し、中核的

金融機関としての役割を引き続き担うとともに、真に県民のた

めになる銀行として再生する「受け皿」でなくてはなりません。

そのため、新銀行は、合併又は事業譲渡方式では、本県の金

融構造を大きく変化させ、顧客である中小企業はもとより、県

内経済にも大きな影響を及ぼすことから、株式譲渡による単独

再生スキームを持つ受け皿であること、また、地域再生・中小

企業金融の円滑化、経営力の強化、利用者の利便性の向上など、

国が実施する「地域密着型金融の機能強化の推進」モデルに沿

った経営を着実に実施できる地域銀行としての受け皿であるこ

とが重要であります。

そこで、国においては、先に開催された「足利銀行の受皿選

定に関するワーキンググループ」において、本県が要望を行っ

た16項目について、受け皿の選定に確実に反映すること。併せ

て、引き続き、選定過程の節目においても意見を述べる機会を

設け、地元の意見が最大限反映されるよう特段の配慮を強く要

請します。
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